様式０（別添）　提案にあたっての調整状況の確認
	· 以下、“はい”または“いいえ”の当てはまる方に“○”をしてください。
· 必ずしも、すべての回答が“はい”でなければ採択されないというわけではありません。提案内容と調整状況を総合的に判断して選考を行います。


＜相手国との調整状況＞
	１
	研究計画（日本国内、相手国内いずれにおける実施も含めた全体の計画）について、本プログラムの趣旨、応募しようとする研究領域の趣旨を踏まえて相手国研究者とともに検討し、計画内容について大枠で合意をしていますか？
	はい
いいえ

	２
	相手国側からODA協力要請を、ODA担当省庁を通じて日本政府に提出する必要がありますが、相手国研究者が相手国内で定められた期限までにその手配を行うことを確認していますか？
	はい
いいえ

	３
	ODAによる支援は技術協力プロジェクトの枠組の中で行われること、特に“相手国負担の原則”が適用される経費が存在すること、を相手国研究者が理解していることを確認していますか？
	はい
いいえ

	４
	本プログラムが単なる技術移転を実施するプロジェクトではなく、新たな技術・知見の獲得を目的とする共同研究を実施するプロジェクトであることを相手国研究者が理解していることを確認していますか？
	はい
いいえ

	５
	将来の社会実装の道筋について、相手国側研究機関のみならず相手国行政機関や民間セクター方針や意向を踏まえて検討していますか？

	はい
いいえ

	６
	本プログラムにおいて相手国研究機関の組織的な対応が必要となることについて、相手国研究者は理解し、必要な行動を取っていることについて確認しましたか？
	はい
いいえ


＜日本国内共同研究者との調整状況＞
	７
	通常の競争的資金制度と異なり、ODAとの連携事業であることから、共同研究を通じた相手国機関のキャパシティ・ディベロップメントが本プログラムには含まれるものである点について、共同研究者が理解していることを確認しましたか？
	はい
いいえ


＜所属機関との調整状況＞
	８
	本プログラムでは、相手国機関との共同研究の実施に関する合意文書の締結、JICAとの技術協力プロジェクトに関する取極めの締結等、通常の競争的資金制度にはない責務があります。この点を含め、提案にあたって所属機関と相談し機関長からの承諾書（様式９）を用意しましたか？
	はい
いいえ


＜研究代表者本人の他業務との調整状況＞
	９
	本プログラムでは、通常の競争的資金制度以上に研究代表者のマネージメントとそれに要するエフォートが求められます。特にR/D署名までは、日本国内および相手国との調整に時間を要します。採択となった場合にはその点を踏まえて対応すべくエフォートを検討しましたか？
	はい
いいえ



＜Friends of SATREPSへの登録状況＞
	10
	ＪＳＴの運営する登録制コミュニティサイト「Friends of SATREPS」への参加研究者の登録および提案課題のコミュニティの作成は済んでいますか？
	はい
いいえ


様式１　提案書
	・様式１の情報は採択後に一般に公開される予定です。A４用紙２～３枚程度以内で記載ください。
・(a)～(j)の項目はe-Radへ直接入力いただく必要がある項目です。詳細は、（別添５）の６．府省共通研究開発管理システム（e-Rad）への入力項目について（89～90ページ）を参照ください。
・日本国内並びに相手国研究機関が複数参画する場合は、全ての機関名および各機関の役割を次頁の実施体制概念図に明確に示してください。


研究分野・領域（環境、低炭素エネルギー、防災、感染症、生物資源
、境界領域）
※提案課題の該当する分野・領域に○を付けてください（原則１つですが、複数の研究領域の内容にまたがる研究提案を行う場合は、複数の領域、かつ境界領域を選択してください）
	(a) 提案課題名（日本語）
	提案課題名にサブタイトルはつけないでください。

	（英語）
	英語での課題名は相手国研究機関と十分調整いただき、相手国からのODA技術協力のプロジェクト名と同じ課題名を記載ください。

	(b) 研究期間
	　　年間　
相手国研究機関と調整した共同研究期間を記載ください。この期間には、R/D署名までの期間（半年程度）は含まれません。

	(c) 研究費総額
（日本側；JST委託研究費）
	小数点は四捨五入して千円単位で記載ください。
総額　　　　千円（間接経費込)

	（ODA事業経費）
	総額　　　　千円（間接経費なし）

	（相手国側投入予定経費）
	総額　　　　千円（直接人件費および間接費以外の本研究にかかる負担経費（出張旅費、機材運用・維持管理経費、建屋経費等の概算額を記載ください。）

	(d) 研究代表者名および役職
	研究代表者名と役職を記載ください。

	(e) 研究代表者所属名
	研究代表者の所属機関名、専攻/研究室まで記載ください。

	(f) 国内参画機関名
	参画する研究者全ての所属機関名、専攻/研究室を記載ください。

	(g) 相手国名
	国名を日本語又は英語で記載ください。

	(h) 相手国研究機関名
	相手機関名を日本語・英語併記で記載ください。日本語の対訳がない場合は、英語名のみで構いません（英語限定）。相手国研究機関が複数の場合は、代表機関、協力機関の順に記載ください。

	(i) 研究課題の目的

	（200字程度）
※英語で記載をする場合は、日本語の対訳を併記ください。

	(j) 研究課題の概要
	（200字程度）
※英語で記載をする場合は、日本語の対訳を併記ください。

	共同研究の役割分担
	(日本側)　※日本語または英語で記載ください。
(相手国側)※日本語または英語で記載ください。


（次ページへ続く）
（前ページより続く）
実施体制概念図
	下記の点が明確に示されるように留意いただき、研究課題の実施体制を図表等で記入ください。
・開発途上国のニーズ等
・日本側研究機関と相手国機関の役割分担と連携体制
・国際共同研究によって得られる成果や社会実装の構想等















様式２　研究課題構想
	・必要に応じて図や表も用いて下さいください。
・A4用紙　５枚程度を目安としますが、必要十分な記述が重要ですので、分量は定めません。
・これまでの研究成果論文等を引用される場合は、代表的な論文を最大５編まで記載下さいください。


１．研究の背景
（１）地球規模の課題解決に資する研究課題の背景
・本研究構想が対象としている国際的な課題（未解決の科学技術上の問題、それに起因する経済社会上の不利益、国際的な動向等）を具体的に記載ください。また、本研究構想が、その課題の解決へ貢献するためにどのような役割を果たすか、以下の観点も含め、具体的に記載ください。

・地球規模課題解決に資する重要性
・科学技術・学術上の独創性・新規性
（２）相手国のニーズ
・本研究構想が、相手国のどのようなニーズに対して貢献することが可能か、相手国の科学技術や社会・経済上の背景、相手国研究機関の体制、能力等を踏まえた現状と問題点、支援の必要性・有効性等も含めて具体的に記載ください。また、外務省が公開している「国別援助方針」や「事業展開計画」が作成されている国については、本研究構想とこれらとの関連について、相手国側の開発戦略との整合性に留意して記載ください。また、相手国以外での貢献も期待される場合は、その内容を具体的に記載ください。
※外務省が公開している「国別援助方針」「事業展開計画」については、下記、「国際協力　政府開発援助ODAホームページ」の「国別地域別政策・情報」を参照ください。
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/region/index.html
２．研究の目的
・本研究構想の目的を具体的に記載ください。
・研究期間終了から５～１０年後に実現することが期待される科学技術の発展、新産業創出、社会貢献等を含めた本研究構想の社会実装の実現性について、以下の観点も可能な限り含め、具体的(内容、時期、手段と実現の目途)に記載ください。
・社会実装の実現可能性（社会実装の方法、社会実装までのスケジュール、社会実装に当たっての課題等）

・Ⅰ.２．（１）に記載のある「第4期科学技術基本計画」「日本再生戦略」等の、我が国の重点政策の実現に関する貢献度

※産学官連携による研究提案を行なう場合企業等からも研究成果をどのように社会実装につなげるか、具体的な構想を様式１０に記載の上、他の様式と合わせてご提出ください。
（次ページへ続く）
（前ページより続く）
３．研究の成果達成目標
　提案課題についてJSTの科学技術的観点からの成果を記載した『成果目標シート』を作成ください。
成果目標シートについての作成要領（各項目についての説明と雛形）は下記のURLよりダウンロードしてください。
http://www.jst.go.jp/global/koubo.html
雛形に記入後、以下の例のように様式２の一部として（PDF等のフォーマットを用いて）、貼付ください。
JST上位目標と達成目標、およびJST従たる評価項目　例）
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４．研究計画のODA自己評価
・上記共同研究計画について、妥当性（必要性）、有効性、効率性、インパクト、持続性のDAC評価５項目（既述の新・JICA事業評価ガイドライン参照）に沿って自己評価を記載ください。
（次ページへ続く）

（前ページより続く）
５．研究計画とその進め方
（1）全体の研究内容および研究計画（以下の表を活用して作成ください）
・具体的な研究項目および研究目標を記載ください。
「２．研究の目的」を達成するための各研究項目のマイルストーン（研究期間途上での研究の達成度の判断基準と時期）を含めて、タイムスケジュールの大枠を示してください。なお、社会実装やキャパシティ・ディベロップメント（相手国研究機関の組織、個人の能力開発、外部連携構築等）に関する計画（目標、活動）も含めてください。
・「２．研究の目的」を達成するにあたって現時点で予想される問題点とその解決策案も記載ください。
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（２）相手国研究機関との共同研究実施計画
・上記の研究題目ごとに、日本側研究機関と相手国研究機関の役割と共同で実施する予定の研究内容とその計画を記載ください。
（３）アウトリーチ活動計画
・本研究構想におけるアウトリーチ活動計画について具体的に記載ください。
（次ページへ続く）
（前ページより続く）
（4） 相手国のキャパシティ・ディベロップメントの計画
・相手国研究機関の研究推進体制および行政機関や民間セクターとの連携体制の構築、研究者の人材育成・能力開発等組織、個人、外部連携の各レベルにおけるキャパシティ・ディベロップメントの方針や計画について記載ください。
（５）相手国への渡航計画
（5-1）研究代表者自身の渡航計画
・1年目：○○日×○回、２年目：○○日×○回、・・・のように記載ください。
（5-2）相手国に常駐またはそれに近い形で滞在する研究者
・氏名/所属/役職/年齢/専門分野、滞在予定○○日/年　のように記載してください（複数名記載いただいてかまいません。該当者がない場合は、“該当なし”と記載ください）。
（5-3）上記(5-1),(5-2)以外の研究者の渡航計画
・相手国への渡航計画（滞在期間や人数等）を可能な範囲で記載ください。
（６）相手国からの招へい計画
・相手国からの招へい計画（滞在期間や人数等）を可能な範囲で記載ください。
・特に、国費留学生制度やＪＩＣＡ長期研修制度等による長期的な招へいを計画している場合も記載ください。

（次ページへ続く）
（前ページより続く）
（７）機材供与の計画
・相手国に供与する機材の主要品目のリスト、その主な仕様（汎用品・特別注文が必要な品か否かの別）、について記載ください。こちらの記載内容によって、別途お話を伺う可能性があります。
（８）現地業務費

・相手国内の研究活動に必要な経費のうちJICAから支給が必要な経費（出張旅費、ワークショップ経費、消耗品費、通信運搬費等）の計画、概算金額について記載ください。
６．研究基盤および準備状況
（１）これまでの研究基盤
・本研究構想を推進するために基盤となる、これまでの国内外の研究成果や研究提案者自身（および必要に応じて研究参加者）のこれまでの研究の経緯と成果等を記載ください。
（２）相手国研究機関との準備状況
・相手国研究機関のインフラ整備状況や相手国研究機関の選定理由等相手国研究機関の研究基盤および相手国行政機関等との連携状況や本研究にかかる予算獲得見込みとその使途、カウンターパートの配置等国際共同研究に向けた準備状況を記載ください。既に、大学間や研究機関等で相手国研究機関と協定を締結し、交流を行っている場合には、締結年月、協定の内容および協定に基づく交流状況等を記載ください。
（３）倫理的配慮
・本研究が実施される国（相手国あるいは日本国）の倫理基準への適合性審査の状況を記載ください。
（４）生物資源・知的財産等の取扱いについての検討状況
・研究成果の帰属、研究成果の実施、研究用試料の持ち込み、持ち出し等についての相手国研究機関との打ち合わせ状況を記載ください。
様式３　日本研究実施体制
	日本側から研究チームに参加予定の主な研究者*1の氏名、研究者番号、所属、役職、エフォート、担当する研究の概要について記述してください。


	氏名
（研究者番号*2　）
	所属機関名
(国名)
	現在の
役職等
	年齢
※2012年4月1日現在の年齢
	エフォート*3
（研究充当率）
	担当する研究の概要


	○○　○○○
（XXXXXXXX）
	△△大学
△△△学部
△△△学科
	教授
	
	○○％
	研究全体の総括および□□の××

	○○　○○○
（XXXXXXXX）
	□□大学
	准教授
	
	○○％
	

	○○　○○○
（XXXXXXXX）
	○○研究所

	主任研究員
	
	○○％
	

	研究員A
（XXXXXXXX*4）
	△△大学
△△△学部
△△△学科
	ポスドク
	*4
	●●％
	□□の××


*1　本様式にはe-Rad上に登録し、研究者番号をお持ちの研究者のみについて記載してください。
*2　研究者番号は、e-Rad上に登録している研究者番号を記入ください。なお、JSTとの委託研究契約を予定している主たる共同研究者は、委託研究契約までに研究者番号を取得してください。
*3　総合科学技術会議におけるエフォートの定義「研究者の年間の全仕事時間を100%とした場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率(%)」に従い記入してください。なお、「全仕事時間」とは研究活動の時間のみを指すのではなく、教育・医療活動等を含めた実質的な全仕事時間を指します。
*4  応募段階で確定していない研究者について、研究者A、B、C等で記載することが可能です。その場合、その方について研究者番号、所属機関また現在の役職等に関しては空欄としていただいて結構ですが、その他（年齢、エフォート、担当する研究の概要）についてはそのポストに想定される条件として記載してください。採択された段階で、ここに記載されたスペック（特に年齢）と合致する人材の研究参画が採択の条件となりえます。
様式４　相手国研究機関実施体制
	・共同研究の相手国、相手国研究機関、研究実施場所、相手側研究代表者氏名および役職、相手側研究代表者の略歴、研究内容と共同研究での役割等について可能な範囲で記述してください。
・相手国研究機関が協力申請を検討している内容も含めて相手国研究機関との協力関係等についても可能な範囲で簡潔に記載ください。
・各相手国研究機関についての概要はA4用紙１枚程度を目安としますが、必要十分な記述が重要ですので、分量は定めません。
・相手国1カ国の中で複数の研究機関との共同研究を実施する場合は、相手国内で共同研究主体となる研究機関が特定されることが必要であることから、主体となる研究機関を『代表機関』とそれ以外を『協力機関』としてそれぞれの相手国の研究機関ごとに情報を記載ください。原則、相手国研究機関につき１名の研究者の情報を記載ください。
・複数国との共同研究を実施する場合は、主体となる相手国が特定されることが必要であることから、主体となる相手国の代表機関とそれ以外の国における代表機関（『協力機関』）の情報をそれぞれ記載ください。
・相手国研究機関が３機関以上の場合は、表を追加して記載ください。


１．主体となる相手国研究機関（相手国の研究代表機関）の研究代表者
	氏名
	※英語で必ず記載ください。
	国籍
	

	所属機関名
	（日本語）※日本語名がある場合のみ記載ください。

	
	（英語）※英語名は必ず記載ください。

	
	国名
	
	役職
	

	職歴等
	最終
学歴
	年　大学　学部卒業　西暦で記載ください。

	
	学位
	    年　PhD（○○学）取得（○○大学）西暦で記載ください。

	
	主な
職歴と
研究
内容等
	（記述例）　西暦で記載ください。
 　19○○年～○○年　○○大学○○学部助手　
 　　○○○○○について研究
 　20○○年～○○年　○○大学○○学部　研究員
 　　○○○○○○○に関する研究に従事

	【参考】

機関内のその他の
研究参加者
	・氏名、役職、役割を記載してください（複数可）。

	【参考】
相手国研究機関との協力関係
	・相手国研究機関との間で現在までに構築されている協力関係について、具体的に記述してください。

	【参考】
相手国研究機関
からの
協力要請
	・相手国研究機関より提出されるODA協力の要請の内容について、可能な範囲で記載ください。


２．その他の相手国研究機関（相手国の協力機関またはその他の国の代表機関）の研究者
	氏名
	※英語で必ず記載ください。
	国籍
	

	所属機関名
	（日本語）※日本語名がある場合のみ記載ください。

	
	（英語）※英語名は必ず記載ください。なお、協力機関に所属している研究者の場合は「協力機関」と明記ください。

	
	国名
	
	役職
	

	職歴等
	最終
学歴
	年　大学　学部卒業　西暦で記載ください。

	
	学位
	年　PhD（○○学）取得（○○大学）西暦で記載ください。

	
	主な
職歴と
研究
内容等
	（記述例）　西暦で記載ください。
 　19○○年～○○年　○○大学○○学部助手　
 　　○○○○○について研究
 　20○○年～○○年　○○大学○○学部　研究員
 　　○○○○○○○に関する研究に従事

	共同研究における役割
	・共同研究の役割を具体的に記述してください。

	【参考】

機関内のその他の
研究参加者
	・氏名、役職、役割を記載してください（複数可）。

	【参考】
相手国研究機関との協力関係
	・相手国研究機関との間で現在までに構築されている協力関係について、具体的に記述してください。

	【参考】
相手国研究機関からの協力要請
	・複数の国との共同研究を実施する場合は、それぞれの相手国の研究機関より提出されるODA協力の要請の内容について、可能な範囲で記載ください。


様式５　研究費計画
	・費目別のJSTからの委託研究費計画を記入してください。
・研究期間については公募要領21ページに記載のように、いつR/Dが署名されるかにより、研究開始時期が変動します。したがって下表は年度にこだわらずに記載してください。
・JST委託研究費で執行可能な使途については、22～23ページを参照してください。
・日本側で研究グループを形成する場合は、研究グループ別の研究費計画を記入してください。
・採択された場合、記載された研究費計画で研究を行うこととなるとは限りません。あくまでも応募時の計画であり、相手国研究機関への支援等も含めて採択された後に調整することになります。


１．研究グループ全体のJST委託研究費計画
	
	１年目※１
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	合計
（千円）

	物品費
	設備費
	
	
	
	
	
	

	
	材料・消耗品費
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	直接経費合計(千円)
	
	
	
	
	
	

	経費総額【間接経費を含む※２】（千円）
	


※１　１年目はR/D署名までの経費も含みます。
※２　間接経費は、直接経費の30％を上限として、委託研究費に含めることが可能です。
その場合、（間接経費）＝（直接経費）×0.3で算出ください。
２．研究グループ別のJST委託研究費計画
●研究代表者グループ　
研究代表者氏名（所属・役職）： ○○　○○（○○大学○○研究科）
	
	１年目※１
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	合計
（千円）

	物品費
	設備費
	
	
	
	
	
	

	
	材料・消耗品費
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	直接経費合計(千円)
	
	
	
	
	
	

	経費総額【間接経費を含む※2】（千円）
	


●共同研究グループ
主たる共同研究者氏名（所属・役職）： ○○　○○（○○大学○○研究科）
	
	１年目※１
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	合計
（千円）

	物品費
	設備費
	
	
	
	
	
	

	
	材料・消耗品費
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	

	人件費・謝金
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	

	直接経費合計(千円)
	
	
	
	
	
	

	経費総額【間接経費を含む※2】（千円）
	


　※１　１年目はR/D署名までの経費も含みます。
※２　間接経費は、直接経費の30％を上限として、委託研究費に含めることが可能です。
その場合、（間接経費）＝（直接経費）×0.3で算出ください。
３．【参考】相手国研究機関の研究費計画（申請予定を含む）
●共同研究に関する技術協力要請（ODA）の研究費計画
	相手国代表機関名（国名）
	相手国政府技術協力担当省庁名または科学技術担当省庁名
（協力要請を提出している省庁）
	技術協力要請（予定）の
研究費総額
（＝ODA事業経費予算）

	
	
	
現地通貨

日本円換算額
　　　　　　　　　千円


・複数の国との共同研究を実施する場合は、上記に行を追加して記載ください。
・ODA事業経費は、採択後JICAによる詳細計画策定調査を経て決定されるため、ここでは【参考】として記載してください。
・通常のJICA技術協力プロジェクトにおいては、開発途上国側で必要な経費すべてをODAで負担するわけではありません。自立的持続的発展を促すためにも、開発途上国側に対して、応分の負担を求めます。したがって、相手国側の人件費、相手国における事務所借上費、相手国側が使用する消耗品、供与機材の運用や維持管理の経費、相手国側研究者の相手国内旅費等は、原則として相手国側負担となります。その点、本プログラムでも同様であるため、上記の金額が、ODAによって提供されるわけではなく、JICAによる詳細計画策定調査において、相手国内における研究実施場所の確保、相手国側の研究者の人件費等、相手国側で応分の負担として負担すべき費用を整理する交渉もなされます。そのため、ODA事業経費の予算は採択後の詳細計画策定調査を経て決定されるものであるということをあらかじめ承知おきください。
●上記のODA技術協力プロジェクト以外に相手国研究機関が獲得している（する予定）の研究費計画
	相手国代表機関
または協力機関名
（国名）
	相手国において研究費を支援している
機関名
	支援されている研究の概要
	支援されている研究費の総額

	
	
	
	現地通貨
日本円換算額
　　　　　千円

	
	
	
	現地通貨
日本円換算額
　　　　　千円


・前述の“相手国側負担”分の原資になりうる予算を記載してください。相手国側政府自身からの補助金や、ファンディングエージェンシーなどからのファンディングを想定しています。
様式６　研究課題のキーワード
	・A４用紙１枚以内に記載ください。
・様式６はe-Radでの提案書類応募に際して入力が必要な項目のため、念のため提案書類として提出いただきます。
・研究内容に関するキーワードおよび分野は、もっとも近いと思われるものを記載ください。


１．分野
・研究課題の分類される分野に関し、巻末（別添３）の研究分野表から最も近いと思われるものについて、主　　分野は１個、副分野は１～３個以内を選び、“番号”と“研究区分”を記入ください。
	
	番号
	研究区分

	主分野
	No.0101
	ゲノム

	副分野
	No.0102　
	医学・医療

	
	
	

	
	
	


記入例→
記入例→
２．提案内容に関するキーワード
・研究課題を理解する上で有効なものについて、巻末（別添４）の研究キーワード表から最も近いと思われるものを５つまで選び、“番号”と“キーワード”を記入ください。研究キーワード表に該当するものがない場合は、番号の欄に“＊”をつけ、独自にキーワードを記入してください。
	
	番号
	研究区分

	主分野
	No.0101
	ゲノム

	副分野
	No.0102　
	医学・医療

	
	
	

	
	
	



記入例→
記入例→　　　　　　　　　　　　　　　
様式７　他制度での助成等の有無
	・研究代表者および主たる共同研究者が、現在受けている、あるいは申請中・申請予定の国の競争的資金制度やその他の研究助成等制度での助成等について、制度名ごとに、研究課題名、研究期間、研究費の額、役割、提案課題との相違点・関連性等を明記してください。


研究代表者（研究提案者）：氏名　○○　○○　
	制度名1)
	研究課題名
	①研究費3)(期間全体)
②　〃　　(H26年度)
③　〃　　(H25年度)
（千円）
	研究
期間
	役割2)
(代表者/分担者）
	エフォート4)
(研究充当率)
	ステータス
	提案課題との相違点・関連性

	地球規模課題対応国際科学協力プログラム
	○○○○○
	①150,000千円
②　　　　千円
③30,000千円
	H25－H30
	代表
	30
	申請中
	－

	科学研究費補助金 基盤研究(S) 
	○○○○○
	①100,000千円
②25,000千円
③20,000千円
	H22－H26
	代表
	10
	実施中
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

	科学技術戦略推進費
	○○○○○
	①32,000千円
②8,000千円
③8,000千円
	H23－H26
	分担
	5
	実施中
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○


１）現在受けている、又は採択が決定している助成等について、研究費（期間全体）が多い順に記載してください。その後に、申請中・申請予定の助成等を記載してください（「ステータス」の欄に「（申請中）」等と明記してください）。
２）「役割」は、代表又は分担等を記載してください。
３）「研究費」は、本人が受給している金額（直接経費）を記載してください。
４）「エフォート」は、年間の全仕事時間（研究活動の時間のみならず教育・医療活動等を含む）を100％とした場合、そのうち当該研究の実施に必要となる時間の配分率（％）を記載してください（総合科学技術会議における定義による）。本プログラムに採択されると想定した場合のを記載してください。
※上記記入内容について、事実と異なる記載をした場合は、研究課題の不採択、採択取消し又は減額配分とすることがあります。
主たる共同研究者：氏名　○○　○○　
	制度名1)
	研究課題名
	①研究費3)(期間全体)
②　〃　　(H26年度)
③　〃　　(H25年度)
（千円）
	研究
期間
	役割2)
(代表者/分担者）
	エフォート4)
(研究充当率)
	ステータス
	提案課題との相違点・関連性

	地球規模課題対応国際科学協力プログラム
	○○○○○
	①150,000千円
②　　　　千円
③30,000千円
	H25－H28
	分担者
	30
	申請中
	－

	科学研究費補助金 基盤研究(S) 
	○○○○○
	①100,000千円
②25,000千円
③20,000千円
	H22－H26
	代表
	10
	実施中
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

	科学技術戦略推進費
	○○○○○
	①32,000千円
②8,000千円
③8,000千円
	H23－H26
	分担
	5
	実施中
	○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○


様式８　研究代表者および研究代表機関事務担当者連絡先
	・研究代表者の連絡先は審査関係の連絡先となりますので、間違いがないように留意ください。研究代表者が不在の際は、事務担当者へ連絡いたします。


	研究代表者
	氏名（フリガナ）
	
	生年月日
	西暦19  年  月  日
（　　歳）
※2013年4月1日現在の年齢

	
	氏名（漢字）
	
	
	

	
	研究者番号
	e-Radに登録している研究者番号を記載ください。
	性別
	

	
	機関・所属部署名
	

	
	役職名
	

	
	所属研究機関
コード
	e-Radに登録している所属機関コードを記載ください。

	
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふりがな),所在地)
	〒○○○－○○○○　
○○県○○市○○町○○－○○○－○

	
	TEL.
	FAX.

	
	E-mail:

	
	所属機関
の産学官
	所属機関が「産」「学」「官」のいずれに該当するか記述してください。（独法、国研＝「官」、大学＝「学」、民間＝「産」）
	

	研究代表機関　事務連絡担当者
	EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(ふりがな),担当者名)
	
	役職名
	

	
	機関・所属部署名
	

	
	事    務
連 絡 先
	〒○○○－○○○○　
○○県○○市○○町○○－○○○－○

	
	
	TEL.
	FAX.

	
	
	E-mail:


様式９　機関長からの承諾書
承　諾　書　
独立行政法人科学技術振興機構
独立行政法人国際協力機構　御中
                                    　　    （研究代表機関）
                                     　     機関名
                                     　     機関長名          　　　       公印
  地球規模課題対応国際科学技術協力プログラムに提案しています、下記の研究提案について、採択された場合には、機関として国際共同研究の支援を行うことを確認します。具体的には、以下について機関からの支援を行います。
○研究課題名　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
○研究代表者名
・相手国研究機関との国際共同研究の実施に関する合意文書の取り交しの支援
・ＪＩＣＡとの取極めおよび経費管理の支援
・研究実施期間中の研究代表者を中心とした研究体制の確保
（注）研究実施期間中に研究代表者が定年等を迎える場合は組織内での身分保障等を必ず明記してください。
・若手研究者育成の一環として大学院生や学部生の海外派遣に関する安全管理および責任体制の構築
・その他、国際共同研究を実施するために必要な手続き等の支援
様式１０　企業等の構想
社会実装に関する企業の取り組みについて　
独立行政法人科学技術振興機構
独立行政法人国際協力機構　御中
                                    　　    （参画企業）
                                     　     企業名
氏名*　　　          　       




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（*契約権者等を想定しています。）
  地球規模課題対応国際科学技術協力プログラムに提案しています、下記の研究提案について、採択された場合には、以下の方針により、研究成果の社会実装を目指した取り組みを行う所存です。
○研究課題名　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
○研究代表者名
（書式は特に定めませんが、社会実装を目指した取り組みについて、以下の観点から可能な限り具体的に記載下さい。）
・社会実装の方法

・社会実装までの道筋・スケジュール

・相手国及び日本を含めた他国へ与える影響

・技術の想定している用途、利用分野

・事業化・実用化に向けたリスク

[image: image3.png]



開発途上国のニーズ








相手国研究機関名


○○大学


・○○研究の調査分析システムの構築








相手国研究機関名


△△研究所


・△△研究の調査分析





 ○○研究所


（○○研究の調査分析を基に原因究明の方向性を検討）








 研究代表機関


△△大学


（○○研究の調査結果よりデータ解析構築を取りまとめ）





□□大学


（△△のデータ構築と解析）





本国際共同研究により課題実施終了時点に得られる成果目標（アウトプット）


・　△△に関する観測網および解析データベースを構築するための方法論が確立する


・　○○に関する対策マニュアルが策定され、公表される





課題実施終了から3年～5年後に期待される効果（アウトカムやインパクト）


・　△△に関する観測網が他の地域でも構築され、より精度の高い解析データベースが構築され、○○に関する対策マニュアルを基にした■■が作られる
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